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中央の動き 

農業の格差是正を 
中期経済計画案 11 月５日決定 
経済審議会企画部 
 この中期経済計画案のなかでは、高度経済成長に

伴って現われてきた我国の経済社会に内在していた

各種の矛盾や不均衡を、高度の成長力を維持しなが

ら生産面、生活面の後進的部門を経済社会発展のテ

ンポに同調させることを強調している。 

 このうち低生産性部門の代表的なものである農業

の近代化については次のような計画がたてられてい

る。 

 農業政策の中心課題は農業が国民経済の発展に応

じ安定的に食糧を供給でき、農業従事者が他産業従

事者と均衡のとれた生産性と所得をあげられるよう

にすることである。このため諸施策の強化により生

産性の高い経営の育成を図らなければならないが、

農業の生産性、所得の伸びを従来程度にみても、他

産業との生産性格差の是正は容易なことではない。

格差是正を図るためには次の五つの項目について長

期にわたり強力に推進し、その成果については定期

的な検討を行なう。にもかかわらず、格差が拡大す

るならば価格政策でもって所得均衡を図る。 

 （１）自立経営の育成と協業の助長を図るため、

土地の流動化、財政金融措置経営技術指導の

強化を積極的に進めるとともに、転職を希望

する者に対しては、その円滑化を図る。 

 （２）土地の流動化、国有林野の開放などにより

自立及び協業経営への集中を図る。 

 （３）食糧需給の変化に即し、生産の選択的拡大

を図り、とくに畜産、果実などの生産対策を

強化する。また、基盤整備、機械化の促進、

試験研究、普及指導体制の整備強化、金融制

度の改善を図る。なお地域を特定し諸施策を

重点的に集中して講ずることも考慮する。 

 （４）農業生産基盤整備にあたっては、生産の選

択的拡大、農業構造改善との関連を考えて推

進する。 

 （５）物価政策の運用については、物価の安定と

農業生産の選択的拡大に留意する。 

（日本経済新聞 11月６日） 

 

佐藤さんへ 
食糧自給方針貫け 
 佐藤新内閣は 11月９日夜誕生した。新内閣に対す

る要望は各方面から出されているが、農業団体は池

田路線を踏襲するという前提のもとに成立した佐藤

政権だけに「ひずみ是正」に対して、新政権がどう

いう姿勢で取組むかを注目している。新農政の展開

を期待しているわけであるが、しかしながら農業団

体では、今までの考え方ではひずみの是正どころか、

せいぜい格差拡大を防ぐ程度のことしか期待できな

いという見方をしており、今後の農業政策では「自

立経営農家の育成、協業の助成などについて、大胆

な構想を立てる」（池田氏の弁）とともに「佐藤首相

が以前からいっているように、食糧は自給すべきだ

という考え方が強く反映してほしい」と要望してい

る。 

（日経新聞 11月 11 日） 

 

全国一の種鶏改良センター 
農林省 岡崎市に建設 
 農林省が愛知県岡崎市に建設する農林省岡崎種畜

牧場（種鶏改良センター）がこのほど着工された。

総工費４億円で 42年春までに完成する予定で、種鶏

改良センターとしては全国一の規模になる見込みで、

外国鶏に対抗できる純国産びなの生産基地として威

力を発揮するものと思われる。 

 また、不足している養鶏技術者の研修施設や、鶏

病の研究所も建設するが、とくに養鶏技術者養成施

設は全国初めてのものである。 

（日経新聞 11月 13 日） 

 

国内自給めざす 
農林省の酪農方針 
 農林省では開放経済体制下の我国の酪農政策の方

針について検討していたが、このほど「酪農対策の

考え方と方向」について結論をまとめた。これによ

ると酪農政策の基本目標を 
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①増大する需要に対応してできるだけ国内自給する

よう生産を拡大する。 

②飼養規模の拡大により生産性を向上し、自立経営

を育成する。 

③乳製品の生産、処理、加工、販売を通ずる合理化

によって国際競争力を強化する。 

④乳製品の輸入自由化は行なわず、乳価安定のため

の合理的な価格対策を確立する。 

 とくに酪農経営形態では主業的酪農が理想だが、

当面は中規模酪農を育成してゆく。価格対策では酪

農経営の安定的発展を図るために強力な生乳価格対

策が必要だが、加工向け生乳を対象とした直接価格

支持策も考えている。 

（日経新聞 11月 26 日） 

 

牛乳生産量減る 
９月の牛乳生産と消費 
 農林省統計調査部は10月末に全国の９月の牛乳生

産と消費の調査結果を発表した。 

 これによると９月の生産の伸びはにぶり、25 万１

千ｔで前年同月に比べ、7.2％の増加にとどまり、８

月に比べると約７千ｔ減った。消費面では飲用牛乳

に 14 万６千ｔ、乳製品向けに８万６千ｔであって、

飲用牛乳は前年同月より 13.2％増加した。 

（畜産情報） 

地方の動き 

冬期乳価値下げ阻止を 
広島で酪農民代表者会議 
 11 月始め広島県では広島市に県内の酪農組合代表

約 130 人が集まり、広島県酪農民代表者会議が開か

れた。 

 これは 11 月に入り、10月分乳価の支払いがせまる

につて、メーカー側の乳価値下げの機運が表面化す

るものとみられるところから、これに対処するため

に、各酪農組合の意識を統一しようというねらいで

開かれたものである。現在同県内の乳価は、農家手

取り平均 69 円から 70 円である。 

 

岡山の豚も全国水準 
第５回 全日本豚共進会終る 
 日本種豚登録協会主催の第５回全日本共進会は 11

月 12 日から 16 日までの５日間、愛知県豊橋市で開

かれた。全国 43 都道府県から種豚 230 頭、肉豚 71

頭、合計 301 頭が出場して日本一を競った。 

 岡山県からの出品豚では種豚ヨークシャー種二等、

ランドレース種三等、肉豚ヨ種、ラ種ともに三等と

全頭入等した。これで岡山県の豚も全国水準にすで

に達していることが証明された。 

 

京都府で卵価補償案きまる 
京都府中央会、経済連 
 京都府農協中央会では養鶏安定専門委員会を開き、

鶏卵価格安定制度の大綱をまとめた。 

 これによると鶏卵の計画生産と共同販売を軸に需

給と価格の安定を図り、生産農家が安値補てん準備

金を積み立てるほか農協連合会、市町村、府が基金

を拠出し事業を運営する。価格補償は補償基準価格

を定め、価格がそれを下回った場合にその不足額を

補う。対象になるものは府経済連に契約した年間出

荷計画量となっている。 

（日本農業新聞 11月 25 日） 

 

ブロイラー用食肉センター建設 
広島県経済連 
ブロイラーの価格安定策 
 広島県経済連では県産ブロイラーの価格安定を図

るため、広島市に同連直営の食肉センターを建設す

ることにして、明年２月の着工を目標に設計を急い

でいる。これが完成すると同連はすでに建設した福

山食肉センターと合せて二つの畜産物保管基地を持

つことになり、これにより県産ブロイラーの冷蔵保

管能力は倍加するものと期待される。 

（日経新聞 11月 27 日） 

 
香川でブロイラー生産者協議会 
 最近ブロイラーの生産が急速に伸びているので香

川県では、この価格の安定をめざして、香川県ブロ

イラー生産者協議会が設立され、12 月から事業を開

始している。 

 ブロイラーは回転が早く、生産が急増したり需要

が変り易く、価格の変動が激しいのが生産者の悩み

であった。そのため生産者が団結して、市場ででき

るだけ有利な地位を占め、生産者価格を安定させよ

うとするものである。（日本農業新聞 11月 30 日） 


